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○ はじめに   

県では「市町村合併推進構想」を作成し、基礎自治体の将来の望ましい姿と、  

その実現へのプロセスなどについて、 お示ししてきました。その中で、教育、  

医療、福祉などの分野において、「誰もが、どこでも、安心して暮らせる」高知  

を目指し、県も入った広域的な行政サービスの仕組みを検討していくことにな  

りました。  

○ 検   

国民健康保痍の現状は   

構造的にば、県内の市町村国保の被保険者には高齢者・低所得者を多く抱え  

ることにより厳しい財政運営や規模の小ささによる事業運営の不安定化という  

特徴が見られます（本来ならば保険料（税）を引き上げて対応すべきですが、  

それも出来ないという状況です。）。   

また、事務的には、月報や年報といった報告や調整交付金等の事務処理に労  

力を費やし、さらに制度改正の度にシステムの改修が必要となることから多額  

の費用がかかっています。   

2 解決のために   

そのため、県内の市町村の国民健康保険事業（以下、国保）を広域連合、一  

部事務組合、事務の共同処理筆の方法で広域化することにより、財政基盤の安  

定や事務作業の効率化が可能となるのではないかと考えました。   

3 ハードルは高い？   

しかしながら、一言に広域化を目指すといっても、様々な面において、クリ  

アーをすべき課題がたくさんあります。  

・そもそも保険者とは？  

・保険料・税の統一は？  

・経費削減になるのか？  

・経費の負担方法は？  
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【国民健康保険事業の事務の広域化を目指す】  

市町村合併推進構想  
基礎自治体の将来の望ましい姿・プロセス  

でも課題？はたくさん  
国民皆保険の支え 国保だが現状は  

構造的な現状  

・高齢者・低所得者を多く抱えることによる  

厳しい財政運営  

・規模の小ささによる事業運営の不安定化  

事務的な現状  

・月報暮年報といった報告や調整交付金等  

の事務処理に労力をとられている  

・制度改正に伴うシステム改修に多額の経  

費がかかっている  

☆そもそも保険者とは？  

☆保険料・税は統一？それぞれ？  

☆広域化による事務分担（広域連合等と市 町  

村）？  

☆経費削減になるの？  

☆緑薫の負担方法は？  
○国保被保険者資格管理？  

○国保保険給付に関する事務？  

○保健事業は？  

○安定化計画関係事務は？  

○保険財務は？  

○国民健康診療施設の運営は？  

○国民健康保険条例はどこに？  

○事務執行体制は？   
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4 日指すもの  

1 住民サービスの維持   

検討に当たっては、広域化をすることによって、住民サービスが低下する  

ことのないよう注意します。   

窓口業務は変更せず、被保険者である住民の皆様が広域連合に行かなくて  

も、今までどおり市町村の窓口で届け出・申請が出来るようにします。また、  

保険料（税）の安定化を目指し、従来の保健事業よりも効果のあるものにしま  

す。  

2 行政コストの縮減 ～個々の運営よりも統一した運営～   

保険者に対しては、統一した運営を目指し、システムの統一を行うことに  

よって、制度改正時のシステム改修費、保守管理費の縮減、共用可能な各種帳  

票類の印刷経費の縮減を行います。  

3 構成団体職員経費の削減   

レセプト審査等国保業務を1カ所で行うことによって、職員経費の削減を  

行います。  

4 事務処理の統一・一元化 ～トラブルの防止による運営～   

国保事務は、国保制度を維持していくために、年々複雑化しています。事  

務処理の統一・一元化により、担当者交替による事務の一時的な停滞やトラブ  

ル等を未然に防ぐとともに、事務処理も効率化されるため、国保制度の安定し  

た運営が可能となります。  

5 広  ヒの方法は？   

広域化の手法には、広域連合、一部事務組合、事務の共同処理の3種類の方  

式が考えられます。  

広域連合は、都道府県や市町村等を構成団体として∴その事務の一部を共同  

処理することを目的としたこ構成団体から独立した特別地方公共団体の一種で  

す（地方自治法第284条）。   

市町村の事務で広域にわたり処理することが適当なものに関し、広域計画の  
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作成、計画実施のための連絡調整、総合的かつ計画的な処理などを行う権限が  

あります。   

また、国や県から権限の移譲の受けることや移譲を行うよう要請することが  

できるほか、構成団体に対し、規約を変更するように要請がすることができる  

点、普通地方公共団休に認められている直接請求制度（条例の制定請求等）が  

ある点、議会の議員及び長の選挙を直接選挙が可能であるなどの特徴がありま  

す。   

一部事務組合も都道府県や市町村等を構成団体として、その事務の一部を共  

同処理することを目的とした、構成団体から独立した特別地方公共団体の一種  

です。   

しかし、広域連合に比べ国や県からの権限の移譲や要請はできませんし、構  

成団体への規約変更の要請も不可能となっています。   

なお、議会の組織及び議員の選出方法、執行機関の組織及び選任の方法等は  

規約で定められますが、直接選挙制度はありません。   

事務の共同処理は、市町村それぞれで行っている共通的な事務等を共同して  

処理する方法で、外部に委託する方法も考えられます。  

広域連合と一部事務組合は事務の共同処理が前提となりますが、広域化を検  

討するうえで、広域連合は一部事務組合に比べ、多様化する行政需要に対応す  

ることが可能であり、国や県に権限の移譲を要請することができる点や国保事  

業以外の事業への広がりがある点で、より可能性が高いと判断しました。また、  

広域連合から検討した方が効率的だと考えました。  
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広域連合の仕組み  
事務権限の委任  

事務委任の要請  

○規約に定められた事務を広域連合  

が処理する。  

○処理事務に関連する予算や条例  

については、広域連合の長・津金が  

定める。  

○広域連合で処理することとなった  

事務は、各構成団体の権能から外れ  

る。   



6保険者は？  

広域連合が保険者となります。   

なお、国保法では、保険者は町村及び特別区（国保法第3条第1項）となっ  

ていますが、「市町村の広域連合」が運営しているところがあります。   

例）北海道 大雪地区広域連合、空知中部広域連合  

山形県 最上地区広域連合  

て 賦課方法は？   

賦課方法には、「直接賦課方式」と「分賦金方式」が考えられます。  

「直接賦課方式」と古ま、広域連合から直接被保険者に負担を直接求める方法  

です。広域連合には、地方税法に基づく課税権は認められていないので、国保  

税ではなく「国保料」となります。   

「分賦金方式」とは、広域連合が構成市町村に対し、広域連合の実施する国  

保事業に要する費用を分賦金として負担を求め、その額に基づいて各市町村が  

条例により被保険者に負担をお願いする方式です（地方税法第703条の4）。   

この場合、構成市町村は「国保税」又は「国保料」を被保険者に対して賦課  

することになります。  

分課武金方式  
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課方法による違い  

直接度武課方式   分貝武金方式   

メリット   ○広域連合による一括醸  ○国保料、国保税のどちらの賦課  

課のため、市町村での賦  も可能である。  

課のための条例制定や  ○各市町村で独自の算定が可能  

その他の作業がなくな   となる（広域連合での一括算定  

る。   も可能。）。  

○負担水準の平準化、財政  ○広域嘩合への分賦金の納付率  

基盤の安定   は100％となる。  

○調整交付金の算定に有利。  

○独自の地方単独事業や減免を  

継続することができる。   

デメリット   ○由保税から国保料にな  ○広域連合による一括賦課に比  

り、国保税で疑武課はでき  べ条例制定などの業務が残る占  

ない。   ○財政基盤の安定化のためには  

○統一保険料率にすると  別途検討が必要になる。  

増額になる市町村が出  ○市町村での徴収が現行と変わ  

る。  らない。   

○保険料を統一する場合  

の算定（特に資産割の扱  

い）が課題となる。  

○市町村で被保険者への  

課税状況等がわかりに  

くくなる。（給付と負担  

の関係）  

○国保料となると徴収が  

税の担当から離れ、国保  

担当が行わなければな  

らなくなるため、税担当  

との連携が必要になる。  

（市町村が徴収の場合）  

○広域連合が県内全域を  

徴収区域になると効率  

が悪くなる。（広域連合  

が徴収する場合）  
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8 保険料率は？   

【直接賦課方式の場合】   

直接賦課方式を採用する場合は、すべての市町村の保険料率を統一する方式  

（統一方式）と事情に応じて保険料率に差を付ける方式（グループ方式）が考  

えられます。  

【分賦金方式の場合】   

分疑武金方式を採用する場合は、各市町村によって独自の算定が可能となりま  
す。   

市町村合併においては、5年間で保険料率を平準化していくことになってい  

ますが、地方税法上による分賦金方式たは、．そのような制約はありません。   

また、現行の調整交付金は徴収率に応じて算定されていますが、広域連合と  

しての徴収率は100％となりますので、有利になると考えられています。●  

直接疑武課方式   分疑武金方式   

不均一方式   ○グループ方式   ○構成市町村が独自に  

（いくつかのグループに分類  

し、グループごとに保険料  

率を統一する。）  

例）福岡県介護保険広域連合   

統一方式   ○構成市町村をすべて統一  

（前提条件として医療費の格  

差が少ないことや所得階層  

が同程度でないと難しい。）  

例）大雪地区広域連合  

後期高齢者医療保険  

ー8－   



9 徴収方法は？   

【直接賦課方式の場合】   

徴収も広域連合が直接行う方法と、市町村の職員を広域連合の職員と併任し  

て、各市町村の収納担当が行う方法の2つが考えられます。   

現実的には県内全域を広域連合の職員が徴収するというのは無理があり、収  

納率も下がる可能性も高いので、各市町村の収納担当を広域連合の職員に併任  

し、徴収を行うことが現実的だと思われます。  

【分賦金方式の場合】   

広域連合は構成市町村かち負担金を受け取るだけであり、各市町村での徴収  

業務については関与しません。また、市町村によって、独自の保険料（税）の  

減免も可能となります。  

直接賦課方式   分貝武金方式   

広域連合が直  △（徴収範囲が広くなり、徴収  －（市町村は分疑武金と   

接徴収   率の低下が懸念される。）   して連合会へ費用  

負担を行う。）   

市町村が徴収  ○（市町村職員を広域連合の職  ○（各市町村での徴収  

員に併任すれば、可能であ   業務には関与せ  

る。）   ず。独自の減免も  

可能）   
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ユ旦 広域連合と市町村の事務の分担は？   

規約に定められた事務を広域連合が処理することとなり、その事務は構成   

市町村の権限からは、はずれることになります。   

広域連合の規約に国保事業に関する事務（国民健康保険直営診療施設に係   

る事務を除く。）を規定すると、直営診療以外は広域連合の業務となり、市町   

村での窓口等の業務ができなくなると考えられます。   

しかし、広域連合と地方公共団体の職員（議員・長）は兼ねることができ  

る（自治法第291条の4第4項）ので、併任（兼務）すれば、広域連合の  

仕事を市町村の窓口で行うことは可能になります。   

窓口で行う業務は、市町村と広域連合との間で、業務分担の協定を結び、  

決定することになります。  

併任により業務は可能  

窓口業務のイメージ  

・住民情報の提供  

・被保険者異動届（転入・転出、死亡等）に係る窓口事務  

・被保険者証の発行（年度途中の加入・再発行）  

・その他被保険者の各種届け出等に係る窓口事務  

・保険税（料）の賦課・徴収事務  
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11   

実際には広域連合と構成市町村が詳細を決めることになりますが、分賦金  

方式での例をあげると次のようなものが考えられます。  

事務区分   広域連合   構成両町村の窓口   

1 被保険者証の発  ○被保険者証の作成・  ○広域連合で作成した被保   

行・解除   市町村への配布   険者証の確碍・交付  

○年度途中の加入・再発行・  

受給資格証明書等め作  

成・交付   

2 資格管理   ○被保険者台帳の作成  ○資格取得・喪失の受付業務  

○データ管理   q国保被保倹者の異動報告  

○居所不明被保険者の  を広域連合に送致  

調査依頼  ○居所不明被保険者の調査   

○市町村からの報告の  

審査  

○報告市町村へ不在住  

の認定依頼  

3 被保険者資格証  ○承認   ○該当被保険者の選定業務   

明書及び短期被  ○広域連合への申請事務   

保険者証の発  ○該当被保険者への通知   

行・解除  ○広域連合への報告   

4 住所地特例者の  ○被保険者転出先への  ○広域連合への報告   

管理   通知   

5 保険給付   ○市町村からの申請を  ○各種申請受付  

審査   0広域連合への報告  

○申請市町村への結果  ○申請者への認定証等の発  

報告   行   

6 標準負担額減額  ○標準負担額減額台帳  ○各申請受付   

認定証の交付   の作成   ○標準負担額減額認定証の  

変付・再交付  

こ／ ○広域連合へ報告  

○各種申請を連合に送致   
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